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第 5 章

インドネシア商業銀行の外資導入による変容

濱田 美紀

はじめに

インドネシアの商業銀行部門の構造は，1997年のアジア金融危機後の再
編を経て大きく様変わりした。インドネシア経済は，2000年代終盤から政
治的安定と国際商品価格の上昇を背景に回復基調となり，アジア金融危機
以前のスハルト政権期の平均 7 ％の経済成長には至らないまでも， 5 ％程
度の経済成長を続けている。一方，危機時に壊滅的であった商業銀行部門
も再建等により健全性は回復し，安定した状態が続いている。しかしなが
ら銀行を中心とした金融部門がGDPに占める割合は，近隣諸国と比べて
も依然として小さい状態にある。さらに，インドネシアの商業銀行部門の
もっとも大きな変化は，アジア金融危機後の再建の過程で国有化され，そ
の後売却された結果，主要な銀行のほとんどが外国資本となったことにあ
る。そして外国銀行による買収は今も続いている。近年は経済が安定化し
てきたことを背景に，危機後の再編により銀行業界から撤退を余儀なくさ
れた企業グループなどの地場資本が銀行業への再参入を試み始めるなど，
新たな動きもみられる。さらに経済のデジタル化に向けてインドネシアの
銀行部門は新たな変革の時期を迎えている。

本章ではアジア金融危機の商業銀行部門の再編過程についてまとめ，特
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に外国資本や外国銀行による買収などによる所有構成の変化に焦点を当て
ながら，商業銀行部門の変容を考察する。本章の構成は以下のとおりであ
る。第 1 節ではインドネシアの金融部門の現状を概観し，順調に成長する
経済に金融部門の発展が伴っていない様子を示す。第 2 節ではアジア金融
危機後の銀行再建策をまとめ，第 3 節では上位銀行のほとんどが外国資本
所有となっているだけでなく，中小規模銀行も外国銀行に買収されている
様子を明らかにする。第 4 節では，個別の銀行の財務データを用いて商業
銀行の財務状況や業績の推移を検証し，外国銀行がインドネシアに参入す
る背景を考察し，その影響や課題がどこにあるのかについて検討する。第
5 節は近年インドネシアが進めている経済のデジタル化と銀行部門への影
響を概観し，最後に今後の課題を述べてまとめとする。

第 1 節　インドネシアの金融部門の現状

図 5 - 1 は，1970年から2017年までの商業銀行の貸出残高と預金残高の
対GDP比をプロットしている。貸出と預金の残高は，スハルト政権によ
る開発政策によって経済が右肩上がりに成長するのと足並みをそろえて，
1970年代からアジア金融危機の1997年まで対GDP比で45度線上に伸び，
貸出と預金が釣り合いながら銀行部門が拡大していった様子がわかる。こ
れはアジア金融危機によって一変する。金融危機によって毀損した銀行を
再建するために，不良債権化した債権を銀行再建庁（IBRA）へ移管した
ことにより，1997年にはGDP比65.8％あった銀行貸出は，1999年には
20.3％まで減少した。その後，貸出・預金とも減少を続けた。2002年に入
り貸出は増加し始めたが，預金は2009年まで減少し続けている。2010年に
なり貸出・預金とも増加傾向に戻ったものの，2013年以降再び方向感を
失った動きとなっている。2017年のGDPに占める預金・貸出の割合は
1990年以前の水準であり，インドネシアの銀行部門は四半世紀前と同じ水
準にとどまっている （Hamada 2014）。

インドネシアの商業銀行は所有構造により国営銀行，地方開発銀行，民
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間銀行，合弁銀行，外国銀行と大きく 5 つに分けられる（表 5 - 1 ）。国営
銀行は政府が60％以上を保有し，地方開発銀行は地方州政府が所有する。
元来，民間銀行は地場資本が100％を所有しており，外国為替業務の取り
扱いにより外国為替銀行（以下，外為銀行）と非外国為替銀行（以下，非外

為銀行）の 2 種類に分類されていたが，現在は外国資本所有が多くなって
いる。合弁銀行は，地場資本および外国銀行によって共同で設立された銀
行であり，外国銀行は海外の銀行の支店である。

2017年12月時点で商業銀行は115行あり，国営銀行 4 行，地方開発銀行
27行，民間銀行63行（外為銀行42行，非外為銀行21行），合弁銀行12行，外
国銀行 9 行である。商業銀行の数について中央銀行は2010年までには銀行

（出所）　Bank Indonesia資料より筆者作成。

図5-1　インドネシアの銀行部門の発展
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数を70～80行に削減したいとしていた1）。その数よりはまだ多いものの，
金融危機以前の240行と比較すると徐々にではあるが減少している。

この所有による分類とは別に，中央銀行は2012年に商業銀行を資本の額
に応じて 4 つのカテゴリー（BUKU2） 1 ～ 4 ）に分類する規則を制定した。
これは2016年に金融サービス庁によって改正され，この規則によって銀行
は資本の額に応じたカテゴリーによって事業活動が規定されることになっ
た。これは商業銀行，イスラム商業銀行，通常の銀行のイスラムユニット
にも適用される。これに従い，現在銀行は以下のカテゴリーに分類され
る。BUKU 1 は自己資本 1 兆ルピア以下，BUKU 2 は自己資本 1 兆～ 5 兆
ルピア，BUKU 3 は自己資本 5 兆～30兆ルピア，BUKU 4 は自己資本30兆
ルピア以上を保有する必要がある3）。

表 5 - 2 は銀行の種類別と自己資本別の銀行数の推移を示している。金
融危機直後の1998年の銀行数は，国営銀行が 4 行，民間銀行が65行（うち

外為銀行は34行，非外為銀行は31行），地方開発銀行は26行，合弁銀行16行，
外国銀行10行，合計121行であった。自己資本の額による分類が導入され
た2012年時点では，規模の比較的大きい民間外為銀行が 2 行増加し，規模

1）	 2006年 9 月26日付インドネシア・アンタラ通信。
2）	 BUKUはインドネシア語で帳簿（book）を意味する。
3）	 BUKU 1 および 2 の最低自己資本額は2020年以降段階的に 3 兆ルピア以上に引き

上げられる予定である。

表5-1　種類別の資産・銀行数（2017年）

資産（兆ルピア） 資産割合（％） 銀行数 支店数
国営銀行 2,987 40.4 4 18,262
民間外為銀行 2,964 40.1 42 8,997
民間非外為銀行 88 1.2 21 508
地方開発銀行 605 8.2 27 4,130
合弁銀行 332 4.5 12 340
外国銀行（外国支店） 411 5.6 9 48

7,387 100 115 32,285

（出所）　OJK, Statistik Perbankan Indonesia.
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の小さい民間非外為銀行は 1 行減少している。合弁銀行も 1 行減少してお
り，全体で 1 行減少した。2017年には，全銀行数は2012年から 5 行減少し，
115行となった。民間外為銀行が 6 行増加し42行となり，民間非外為銀行
は 9 行減の21行となった。地方開発銀行は 1 行増の27行，合弁銀行は 2 行
減の12行，外国銀行も 1 行減の 9 行となった。2012年から2017年の間の変
化をみると，どの銀行の種類でも自己資本が大きくなっていることがわか
る。自己資本 1 兆ルピア未満のBUKU 1 の銀行は2012年の11行から2017
年には 4 行へと減少し，BUKU 2 は57行から39行に減少，BUKU 3 は31行
から43行へ増加，自己資本30兆ルピア以上の銀行は21行から29行に増加し
ている。規模の小さい非外為銀行から外為銀行へのシフトが生じている。

国際的にもバーゼル規制による自己資本規制などによる健全性の強化が
進む中で，このように自己資本別に銀行を管理することで，銀行の資本強
化を進め，さらには小規模な銀行の統合・合併による銀行数の減少を図る
ことが金融サービス庁の狙いであったといえる。しかしながら，BUKU 1
の規模の小さい非外為銀行の数は減少しているものの，統合や合併は監督

表5-2　所有別および自己資本別銀行数の変化

銀行の種類 国営銀行 民間外為
銀行

民間非外
為銀行

地方開発
銀行 合弁銀行 外国銀行 合計

1998年12月 4 34 31 26 16 10 121
2012年12月 4 36 30 26 14 10 120

BUKU1 0 1 10 0 0 0 11
BUKU2 0 17 17 14 6 3 57
BUKU3 0 7 2 11 8 3 31
BUKU4 4 11 1 1 0 4 21

2017年12月 4 42 21 27 12 9 115
BUKU1 0 0 4 0 0 0 4
BUKU2 0 11 16 9 2 1 39
BUKU3 0 15 1 14 8 5 43
BUKU4 4 16 0 4 2 3 29

（出所）　Bank Indonesia, Statistik Perbankan Indonesia, OJK.
（注）　BUKU1は自己資本1兆ルピア未満。BUKU2は同1兆ルピア以上5兆ルピア未満。BUKU3

は同5兆ルピア以上30兆ルピア未満。BUKU4は同30兆ルピア以上。
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当局が思うほどには進んでいないのが現状といえる。
次に，銀行貸出の状況をみてみる。図 5 - 2 は2002年，2010年，2017年

の産業別にみた貸出残高の割合と不良債権比率（2010年，2017年のみ4））を
示している。産業別では製造業への貸出しが減少し，卸小売・宿泊・飲食
業を含めたサービス産業への貸出しが進んでいることを示している。消費
向け貸出は住宅，アパート，店舗，二輪・四輪車と分類されているがこれ
らを足し合わせると全体の23.3％を占め，銀行貸出の 4 分の 1 は消費向け
貸出であることがわかる。

不良債権比率は貸出先の分野によりばらつきが大きい。2017年は国際資

4）	 2002年の産業別の不良債権比率は公表されていない。

（出所）　表5-1に同じ。

図5-2　貸出残高割合と不良債権比率推移
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源価格の低迷によって業績が不振な鉱業部門が6.2％と高く， 5 ％を上限
とする不良債権比率規制を超えている。その他，小規模な貸出先の多い卸
売・宿泊・飲食産業が4.3％と高めになっている。しかしながら，全貸出
の平均では2.2％と全体的には健全な状態であるとみなされている。

第 2 節　アジア金融危機後の銀行再建策

現在は健全となった銀行部門であるが，アジア金融危機時にはほとんど
の銀行が債務超過に陥り，商業銀行の不良債権比率は59％に達する状態で
あった（武田 （濱田） 1999）。このような壊滅的な状況から，銀行部門を立
て直すために，まず経営内容の悪い銀行が閉鎖され，健全性を失った銀行
のなかから，今後の銀行システムの中核となる銀行を選択し，健全化政策
を施した。選択の基準として自己資本比率を用い，自己資本比率 4 ％以
上，同マイナス25％以上 4 ％未満，同マイナス25％未満の 3 段階に分類し
た。救済の対象となったのは，主に自己資本比率がマイナス25～ 4 ％の銀
行であった5）。当時 7 行あった国営銀行については，すべてが自己資本比
率マイナス25％以下であったものの，その規模と役割の大きさからすべて
が資本注入による再建の対象となった（武田 （濱田） 2002）。

再建対象となった銀行に対しては，自己資本比率を 4 ％以上に引き上げ
るために国債による資本注入が実施され，回収不能債権はIBRAの資産管
理部門（AMU）に移管された。再建策の結果，当時のGDPの約 6 割に相
当する費用が銀行部門に投入された。この結果，68行が閉鎖，13行が国有
化，23行が資本注入され，国有化銀行 9 行が同じく国有化された民間上位
銀行へ統合された。現在，資産規模で 1 ， 2 を争う規模の国営のBank 
Mandiriは，この再建策の結果国営銀行 4 行が統合されてできた銀行であ
る。再建策のなかでは，国有化された銀行の株式は一定期間を経て売り出
されることが決まっていた。この国有化された銀行の株式の売却こそが，

5）	 自己資本比率を 4 ％以上保持した銀行の多くが中小規模であったこともあり，こ
れらの銀行は自力での再建を余儀なくされた。
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現在の上位民間銀行の大半が外国資本所有となっていることの背景である。
国有化銀行の大型株式売却がほぼ一段落する2000年代半ばには，国営銀

行を除く主要民間銀行のほとんどが外国資本に塗り替わっていた。さらに
買い手市場の状態が続いたため，ひとつの外国銀行がインドネシアの民間
銀行を複数所有する状態になっていた。そのため中央銀行は，2006年10月
に単一持株政策（Single Presence Policy: SPP）と銀行の統合・合併に対す
るインセンティブの導入を目的とする14の中央銀行規則からなる金融仲介
と銀行統合に関する政策パッケージ（Pakto2006）を発表した。

単一持株政策（SPP）の導入により一団体（一銀行）が 2 行以上の銀行
を保有することを禁じた。ただし，①支配株主が異なる原理によって銀行
業を行う場合，例えばBank MandiriとBank Mandiri Syariahのような一
般商業銀行とイスラム銀行を所有する場合，②支配株主が 2 銀行を有して
いるうち，ひとつが合弁銀行の場合，③支配株主が銀行持株会社を設立
し，その下にひとつ以上の銀行を所有する場合（その持株会社はインドネシ

ア国内に設立されること）は例外として扱われる（濱田 2007）。
これにより， 2 行以上の銀行を所有する株主の選択肢は，株式の一部も

しくは全部を売却するか，合併するか，もしくは既存の銀行を下部に置く
持株会社を設立するか，のいずれかとなった。さらに中央銀行は合併を促
進するために，中央銀行規則第 8 /17号（ 8 /17/PBI/2006）で合併に対す
るインセンティブを与えることを定めた。具体的には，統合や合併を行う
銀行には，①外国為替取扱い銀行になるための許可を取得しやすくする，
②中央銀行への支払準備金を当面緩和する，③統合・合併による信用供与
制限枠の超過分の処理にかかる期限に猶予を与える，④支店新設許可を取
得しやすくする，⑤デューディリジェンスに関する費用の一部を返済す
る，などであった。

第 3 節　続く外国銀行の参入

インドネシアにおける外国資本の銀行部門への参入は，1988年の第 2 次
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金融改革によって自由化されたときから始まっている。そのため，銀行部
門への外国資本参加はインドネシアではすでに長い歴史がある。しかしな
がら，従来外国資本は合弁銀行および外国銀行として自国の企業などを中
心に金融サービスを提供しており，顧客層も他の銀行とは異なることから
外国資本銀行と地場銀行の棲み分けはできていた。しかし，現在は地場銀
行の市場そのものが外国資本の市場となっている6）。

現在の115行の商業銀行のうち，従来地場資本が所有していた民間銀行
のほとんどを外国銀行が買収した結果，インドネシアの主要な民間銀行は
外国資本に変化している（章末付表）。2000年代初めから現在まで断続的
に続く外国銀行のインドネシア銀行市場への参入は，時期により大きく 4
つの段階に分けることができる。第 1 段階は，アジア金融危機後の銀行部
門再編の過程で国有化された銀行株式の売却にともなう外国資本の参入で
ある。第 2 段階は，大型売却が収まった後の，中規模民間銀行の買収を中
心としたアジア域内・中東の銀行による参入である。そして2013年以降の
第 3 段階は非外為銀行など小規模銀行も含めた銀行の東アジアの銀行によ
る買収と一度撤退を余儀なくされた企業グループの再参入である。そして
近年の外国資本の持ち株比率のさらなる引き上げは第 4 段階として観測す
ることができる。

3 - 1 ．第 1 段階─危機後の国有株式の放出，大型買収─

2000年代に入ってから，政府による救済措置により一時的に国有化され
ていた民間銀行の株式の売り出しが始まった。しかし，従来の所有者であ
る企業グループが買い戻す余力は当時の企業グループにはなかった。金融
危機は企業部門にも大幅な損失を与えており，銀行を所有していた企業グ
ループ自体も大きな再編を強いられ，IBRAに移管された銀行株式を買い
戻すことは不可能であったためである。そうした銀行売却に関心を寄せて
いたのは，シンガポールのTemasekやマレーシアのKhazanahなどの政

6）	 外国銀行参入の影響についてはHamada（2018）を参照。
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府系ファンドを含む海外の銀行であった。早急に売却を進める必要がある
政府は，1998年の改正インドネシア銀行法および1999年の政令を制定し，
外国人が地場銀行の株式の99％まで所有することを可能にした。

この規制緩和を受け，シンガポール政府の投資会社であるTemasek社
はDanamonとBIIとあわせ 3 行を，マレーシアの投資会社であるKhaz-
anah社はNiagaとLippoの 2 行を所有することになった。しかし，2006年
に導入された単一持株政策（SPP）によって，外国資本によって買収され
た銀行の再編が進んだ。Farallon Capitalの持ち株を買い取って民間最大
手銀行BCAを所有している大手タバコメーカーのDjarum グループは，
Haga Bank とBank Hagakitaを所有していたが， 2 行をオランダのRabo 
Bankへ売却し，Rabo BankもSPPを遵守するために，2008年にこの 2 行
を吸収・合併した。また，Khazanahが所有する上位行 2 行（NiagaとLip-

po）は，マレーシアのCIMBグループのCAHBが，まず2002年にNiagaの
株式を取得し，続いて2005年にLippo株の過半数を取得し，2008年に
Bank CIMBとなった。

3 - 2 ．第 2 段階─中規模銀行の買収─

第 1 段階の大型売却が一段落した後に，外国銀行による中堅，中小銀行
を標的とした買収も進んだ。時期をはっきりと区切ることは難しいが，こ
こでは2000年代半ばから2012年までをめどとする。中堅優良銀行のNISP
は2004年 4 月にシンガポールのOCBCが，Buanaは2011年 5 月にシンガ
ポールのUOBが株式を買収した。2006年 8 月には東京三菱UJF銀行が消
費者金融大手のアコムと共同で中規模外為銀行であるBank　Nusantara 
Parahyangan　（2006年 6 月時点，資産順位57位）を買収し，同年12月には
中国のIndustrial and Commercial Bank of China（ICBC）が，Bank Halim 
Indonesia （外為銀行，同103位）の株式90％を買収した。インドからの買収
も続いた。インドの最大銀行であるState Bank of India（SBI）は2006年
にBank IndoMonex（非外為銀行，同113位）を買収し，Bank of India（BOI）

も2007年にBank Swadesi（外為銀行，同91位）を買収した。さらに域内を
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越えて中東からもインドネシア市場への参入が続いた。2005年にはク
ウェートのBoubyan Bankがイスラム銀行であるBank Muamalatの株式
20％を取得した。また，カタールのQatar National Bankは2011年にBank 
Kesawanを買収し，バハレーンのAl Baraka Islamic Bankも2008年に駐
在員事務所を開設し，2011年にインドネシアの銀行市場への参入が許可さ
れた。

3 - 3 ．第 3 段階─中小規模銀行の 
東アジアの銀行による買収・財閥の復帰─

2013年以降の第 3 段階は，ASEAN最大の経済規模であるインドネシア
の金融市場へ新たに参入しようと，残り少なくなった地場資本の銀行を
ターゲットにして，日本・中国・韓国・台湾などの東アジアの銀行が非外
為銀行など小規模銀行も含めた中小銀行を買収する動きが目立った。さら
に，外国銀行による買収とは別の動きとして，危機後に銀行部門からの退
出を余儀なくされた企業グループの銀行部門への復活も始まった。

中国の 4 大銀行のひとつである中国建設銀行のインドネシア参入は，
2014年12月に資産規模で87位（2011年時点）のBank Antardaerahを60位
のBank Windu Kentjana Internationalが100％保有することから始まり，
そのBank Windu Kentjana International の株式60％を2016年12月に中国
建設銀行が買収し，インドネシア参入を果たした。その直後にBank Win-
du Kentjana International はChina Construction Bank Indonesiaへ名称を
変更した。

一方，2017年 5 月にインドネシア最大の企業グループであり，民間最大
手のBank Central Asia（BCA）を所有していたサリム・グループが，中
堅銀行であるBank Ina Perdanaを買収し，約20年ぶりの銀行業復帰を果
たした。サリム・グループは危機後解体を余儀なくされBCAはシンガ
ポールのファンドに買収された後，現在タバコ産業を営む地場大手企業グ
ループのDjarumが所有している。Bank Ina Perdanaは，シンガポールの
OCBC証券が37.62％を保有（2015年12月現在）していたが，サリム・グ
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ループはこの株式を含め買収した。さらに，サリム・グループは子会社で
あるPT. GEMA INSANI KARYAを通じてSMBC日興証券が39.68％を保
有するPT. Nikko Sekuritas Indonesiaの株式を56.23％保有している。こ
のことからも，金融部門から退出した企業グループが銀行だけでなく，金
融セクターに復帰しようとしていることがわかる。

また，Mochtar Riady 率いるリッポー・グループもBank Lippoを所有
していたが，Bank Lippoは現在，マレーシアのCIMBに買収されCIMB 
Niagaに吸収されている。そのリッポー・グループもグループ企業である 
PT Kharisma Buana Nusantara を通じて非外為銀行のBank Nationalno-
buの株式を69.2％保有している。これらの被買収銀行は資本規模の小さい
銀行であるが，銀行に新規参入する場合は最低 3 兆ルピアの資本金が必要
であるため，既存の小規模銀行を買収することで，その設立コストを節約
することが可能である。さらに既存の銀行を買収することで，すでにある
ネットワークを利用することが可能であるため，銀行を新設するよりも効
率的である。またこれは，資本の脆弱な銀行の数を減らしたい監督機関で
ある金融サービス庁（OJK）の思惑とも一致するともいえる。

3 - 4 ．第 4 段階─持ち株比率のさらなる引き上げ─

2010年代に入って，非外為銀行など中小銀行を対象にした買収が進み，
外国銀行によるインドネシア銀行の買収はほぼ一巡したように思えた。し
かし，買収活動は2015年以降も活発に行われている。そのなかでも，すで
に株式を取得していた外国銀行がその割合をさらに引き上げるようになっ
ている。例えば，Bank Mayapada Internationalの株式を15％保有してい
た台湾のCathay Financial Holding Co., Ltd.は2017には子会社のCathay 
Life Insurance Co., Ltd.を通じて保有率を40％に引き上げている。Bank 
KEB Hana Indonesiaは韓国のHana Bankが保有率を75.1％から89.0％に引
き上げ，Bank SBI IndonesiaはインドのState Bank of Indiaが76％から
99.9％へと変更している。とくに企業の経営をコントロールできる 3 分の
2 以上を超えて限りなく100％に近い割合を保有するために株式を買い増



123

第 5 章　インドネシア商業銀行の外資導入による変容

す外国銀行が増え，銀行の意思決定を完全に支配しようとしている様子が
うかがえる。

第 4 節　財務指標の改善と外国銀行参入の要因

4 - 1 ．財務指標の推移
本節では，危機直後からの銀行の財務指標の推移を検証し，財務体質が

改善していることを示す。ここではBankscopeのデータを用いる7）。銀行
の総資産の平均は1999年の14億ドルから58億ドルへと拡大している（図

5 - 3）。総合的な収益率を示す総資産利益率（ROA）と株主資本に対する
収益率を示す自己資本利益率（ROE）は2000年代から回復しており，ROA
は 2 ％前後の水準で推移し，ROEは10％を超える水準を維持している（図

5 - 4）。
危機時に債務超過に陥った経験から，自己資本を充実させることについ

ては中央銀行，OJK，銀行それぞれに注意を払っており，自己資本を総資
産で除した比率は20％を超える水準が続いている。BIS基準に基づくリス
ク加重自己資本比率（CAR）も，OJKは2013年から新しい規則を適用し，
それまでの一律 8 ％の基準から個別銀行のリスク資産の状況によって 8 ～
14％の間で自己資本比率を維持することを決めた。しかし多くの銀行はこ
の規則の導入以前から12％を超える水準で自己資本比率を維持しており，
自己資本で測ったインドネシアの銀行の健全性は十分に担保されていると
いえる（図 5 - 5）。
図 5 - 6は不良債権比率と貸出比率を示している。不良債権比率は1999

年の28.6％から改善し，2013年の平均は2.2％と低くなっている。しかしこ
れはBankscopeに収録されたサンプル数73行の平均であることと，データ
の都合上2013年までであり，銀行の種類による不良債権比率の動向はわか
らないため，集計値ではあるがOJKのデータを図 5 - 7でみてみる。国際

7）	 Bankscopeのデータベースではインドネシアの73行のデータが利用可能である
が，すべての銀行はカバーできていない。
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（出所）　Bankscope.

図5-3　総資産
� （単位：100万ドル）  
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（出所）　図5-3に同じ。

図5-4　総資産利益率と自己資本利益率（％）
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商品価格の下落が経済に影響しはじめた2014年あたりから鉱業向け貸出を
中心に不良債権比率が高くなっている。2017年の不良債権比率は国営銀行
が2.0％，民間外為銀行が2.0％，民間非外為銀行が2.0％，地方開発銀行は
2.8％，合弁銀行が1.4％，外国銀行が1.1％となっている。地方開発銀行の
数値が高く，小規模で財務的に脆弱な民間外為銀行は増加傾向にある。

受け取り利子と支払い利子の差額の貸出総額に対する割合である純資金
利ざや（NIM: net interest margin）は銀行の収益性を示す指標である。図
5 - 8 が示すように，インドネシアのNIMは2000年代前半に比べると低く
なっているものの，近隣諸国と比較すると高い水準にあり，この収益性に
直結する利ざやの高さは，外国銀行がインドネシア市場に参入しようとす
る要因のひとつとみなされている（Ernst & Young 2017）。

（出所）　図5-3に同じ。

図5-5　自己資本比率（％）
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（出所）　図5-3に同じ。

（出所）　表5-1に同じ。

図5-6　不良債権比率と貸出比率（％）

図5-7　銀行種類別の不良債権比率推移
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4 - 2 ．外国銀行参入の背景

すでにみたようにインドネシアの商業銀行は，他のASEANの銀行と比
較した場合，利ざやが大きく，利益率が高いことが，外国銀行のインドネ
シア市場への参入の大きな要因であるといえる。また人口 2 億6000人をか
かえるなか，銀行口座の保有率は50％弱と低い。これらは発展の余地の裏
返しともいえ，インドネシア市場が魅力的である要因といえる。これは第
1 段階，第 2 段階の外国銀行参入の要因として妥当であると思われる。し
かし，第 3 段階の参入の要因は，少し様相が異なっているように思われ
る。すでにみたように第 3 段階の参入は，中国・韓国・台湾・日本の銀行
によるものである。たとえば，中国の銀行のインドネシア参入は戦略的で
ある。中国 4 大国有銀行のひとつである中国銀行は，中国企業の国外進出
のための融資の予算を有しており，インドネシア進出を促進するため150
社に上る企業に5000億ドル相当のプログラムを準備して，自国企業のイン
ドネシア進出を後押ししている。中国はとくにインフラ関連事業への直接
投資を中心に，自国企業の参加を促すためにインドネシアの銀行を通じて

（出所）　World Bank, DataBank.

図5-8　利ざや（NIM）の比較（2000年-2017年）（％）
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資金を融通している。
このような動きに外国銀行に占有されたインドネシア銀行部門へのイン

ドネシア国民の不安をみることができる。インドネシア国内から預金を集
める銀行が外国銀行になり，外国銀行になったインドネシアの銀行の貸出
先は自国企業が中心となるために，インドネシアの企業への貸出は減少す
るという懸念である。さらに不良債権化しやすい貸出は国営銀行や地方開
発銀行へとまわり，最終的に地場資本の銀行の不良債権化が進むというも
のである。この議論は外国銀行の参入に関する先行研究において，外国の
銀行は情報収集コストのために中小企業ではなく大企業に貸与する傾向が
ある（Detragiache，Tressel and Gupta 2008）という指摘にも関連するもの
である。しかし，こうした議論には十分な検証が必要である。

不良債権率を示した図 5 - 7では，国営銀行の産業向け貸出の不良債権
比率は2.1％であった。地方開発銀行は従来から他の銀行と比較して不良
債権比率は高めであることも勘案する必要があるが，2014年以降 3 ％前後
で推移している。また，零細中小企業への貸し出しをみた場合，国営企業
と地方開発銀行がその割合を増加させる一方，民間銀行は低下させている
ことにかんがみると，外国銀行の参入が銀行の貸出行動に影響を与える可
能性が示唆され，その影響を検討する必要がある8）。

しかしながら，このような懸念が出てくるということ自体が，外国銀行
参入の課題ともいえる。銀行の普及率の低さが，外国銀行参入の魅力であ
ると言われる一方，既存の銀行サービスの60％がジャワ島に集中するな
か，利益を追求する外国銀行が経済的後背地に支店を開き，貸出を拡大し
ていくのかという疑問は生じる。外国銀行参入の影響をどのようにとらえ
るかは今後も引き続き重要な課題といえる。

8）	 Hamada（2018）は従来中小企業への主要な貸し手であった地場民間銀行が外国
銀行による買収後，中小企業貸出を減少させていることを明らかにしている。
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第 5 節　デジタルエコノミーの進展と銀行部門の変化

5 - 1 ．所得格差とインターネットの普及
アジア金融危機以降，清算，資本注入，合併・統合，買収と大きな変化

を経験してきたインドネシアの商業銀行部門であるが，ここ数年は世界中
で進展している経済のデジタル化というこれまでにない変化がインドネシ
アの銀行部門でも生じており，その速度は速まっている。

金融アクセスがいまだ十分でないインドネシアにおいて，銀行口座保有
率や銀行支店当たり人口などは銀行部門の発展を図るうえで重要な指標で
あった。図 5 - 9 は銀行口座保有率を年代別・所得・教養水準等別にみた
数値である。2011年に比較すると2017年の保有率は格段に向上しているも
のの，もっとも高い保有率でも中学校以上の学歴人口の62.7％でしかな
い。図 5 -10は州別の 1 人当たりGDPの変化を，図 5 -11は州別の銀行支
店数と 1 支店当たりの人口を示したものである。経済成長によりインドネ

（出所）　図5-8に同じ。

図5-9　銀行口座保有比率の推移
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シア全土で 1 人当たりGDPは向上しているものの，2010年に最も高いジャ
カルタ特別州の 1 人当たりGDP（11万1529ルピア）は最も低い東ヌサトゥ
ンガラ州（9317ルピア）の12倍であり，2018年は13倍に拡大している。こ
のように地域間格差は拡大しており，銀行支店数の偏在はそれを反映して
いる（図 5 -11）。ジャカルタが突出して高く，ジャワ島を中心に銀行支店
数は多く，地域間格差が大きいことがわかる。

したがって，金融アクセスの向上のための方策がまだ十分でないことが
示唆され，従来であれば銀行の支店の増加という物理的な拡大の重要性が
指摘されていたはずである。しかし，近い将来金融アクセスの向上に銀行

（出所）　インドネシア中央統計庁。

図5-10　州別1人当たりGDPの変化
� （単位：ルピア）  

2010-2018 年全国平均 1 人当たり
GDP 成長率 37％（右軸）
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の口座保有率の向上や銀行支店数の増加はあまり重要でなくなるかもしれ
ない。インターネットの普及によりインターネット経由の金融サービスが
従来のサービスを凌駕する日が来るかもしれないからである。

インドネシア・インターネットサービスプロバイダー協会（Asosiasi 

Penyelenggara Jasa Internet Indonesia: APJII）の2017年の調査によると，イ
ンドネシアでのインターネット利用者は 1 億4330万人と人口の55％に上
る。都市部では72％，農村部でも48％である。利用率を年代別にみると13
～18歳の世代は76％，19～34歳は74％，35～54歳は44％，54歳以上は16％
と35歳以下の若い世代では 4 分の 3 以上がインターネットを利用している

（APJII 2017）。さらにスマートフォン/タブレットの保有率は都市部で

（出所）　図5-10に同じ。

図5-11　州別銀行支店数および1支店当たり人口

1 店舗当たり人口銀行支店数（右軸）
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71％，農村部で42％である。一方，支払いにスマートフォンやタブレット
のアプリケーションを利用している人は11％，定期購買などに利用する人
は6.3％と比較的低く，90％の人がチャットやソーシャルメディアを利用
している。インターネットで銀行サービスを利用している人は7.4％にと
どまっている。社会階層9）別のインターネットの利用度は上位 4 分の 1 の
上位層では93％，上位中間層が83％，下位中間層が59％，最も低い層が
22％となっている。

下位中間層はインターネットユーザーの75％を占め，中央統計庁の分類
による支出別にみた上位20％・中位40％・下位40％のうち，中位・下位に
またがる層である。近年の支出の伸びは，下位40％層がもっとも高く，中
位40％が次いで高い。安定的な経済成長は，貧困率の低下10）と中間層の増
加をもたらしているといえる。この階層の人々の 6 割近くがすでにイン
ターネットにアクセスしている事実は，インターネットの普及が経済イン
フラとして情報格差を縮小し，人々の生活向上に重要な要素となり，金融
アクセスにも影響してくることを示唆している。

5 - 2 ．急速な電子マネーの普及・銀行業のデジタル化

経済インフラとしてのインターネットの普及と並行して，銀行部門では
電子マネーの普及が拡大している。インドネシアの銀行はATM，電子的
売上伝票情報処理（Electronic Data Capture: EDC）への投資を進めており，
またプリペイドカード普及のための eMoneyリーダーの導入も進めてい
る。図 5 -12は電子マネー読み取り機等のインフラ数の伸び率を示してい
るが，2017年後半から伸び率が高くなっている。図 5 -13，図 5 -14は電子
マネーとクレジットカードの取引件数と取引額の推移を示している。2018
年の電子マネー取引の伸び率は急激であり，今後インドネシアにおける経
済のデジタル化の進展が急激に進む可能性を示唆している。

中央銀行をはじめとしてキャッシュレス化を促進しており，国営の

9）	 このサーベイにおける社会階層の定義は明らかにされていない。
10）	 2018年の貧困率は9.7％と初めて 1 桁まで低下した。
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Bank Mandiriと12の民間商業銀行はキャッシュレス社会の促進を目指し
て電子マネーカードの発行とインフラの利用で提携することを決めた

（2017年12月13日付Bisnis Indonesia紙）。キャッシュレス化の中核を握るた

（出所）　Bank Indonesia，Payment System Statistics.

（出所）　図5-12に同じ。

図5-12　電子マネー読み取り機等インフラ数

図5-13　電子マネーの取引量と取引金額
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めに，既存の銀行界と新興のフィンテック業界がしのぎを削ってきたが，
最近はそれぞれが補完しあい協力して市場開拓を進める動きも出てきてい
る。

国営銀行であるBank Mandiriは，2016年にインドネシア地場銀行で初
のフィンテック・ベンチャーファンドMandiri Capital （MCI）を立ち上げ，
カードリーダー会社Cashlez，マイクロ貸出会社Amartha,や，ポイント
セールスソフト会社Mokaなどスタートアップ企業を支援する。また，
Bank Mandiriは国営通信会社Telkomと組んでMandiri Business Incuba-
torを設立し，電子マネーシステムであるMandiri E-CashにAPI開放して
いる。資産規模で最大である国営Bank Rakyat Indonesia（BRI）は国営ベ
ンチャーキャピタルBahana Artha Venturaの株式35％を取得し，ここを
通じてスタートアップ支援する。

民間最大手のBank Central Asiaは，2017年にベンチャーファンド Cen-
tral Capital Ventura （CCV）を立ち上げ，貸出プラットフォームである
KlikACCに参画した。また，デベロッパー向けのAPIウェブサイトも複
数所有し，フィンテック分野への投資を加速させている。国営銀行BNI，

（出所）　図5-10に同じ。

図5-14　クレジットカードの取引件数と金額
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BTNもベンチャーキャピタルを立ち上げ，中小企業を顧客に据えるBank 
Bukopinもスタートアップ・インキュベーターBNV Labsを2017年 3 月に
立ち上げデジタル化を進めている。

このように，新たな金融サービスの市場を作り出し，そこで勝ち抜くた
めの競争は熾烈さを増しており，早急の対応を迫られているのは国営，地
場，外国資本の区別はない。

おわりに

1997年のアジア金融危機後の再編を経てインドネシアの商業銀行部門は
大きく様変わりした。再編策としての株式売却による外国資本の参入を皮
切りとして，その後も外国銀行の参入が続いている。2008年の世界金融危
機以降，欧米銀行の撤退が顕著となり，それに代わってアジア域内からの
参入が増加している。これらの動きは，ASEAN経済統合を背景に，
ASEANで最も経済規模が大きく，人口の大きいインドネシア経済への参
入がおもな動機づけとしてある。その一方で，健全性が高く利益率の高い
インドネシアの銀行は収益性の高い投資対象ともいえる。中間層が増える
中，人口の大きさに比較して銀行の普及率が低いことも，今後の成長の可
能性の高さを示しており外国銀行参入の後押しをしている。さらに，国を
挙げてインドネシアのインフラ部門への投資をすすめる中国・韓国などの
銀行の参入は自国企業のインドネシア投資の後押しをすることを目的とす
る。

このような動きがインドネシアの商業銀行部門にどのような影響を与え
るかについては，銀行部門の総計でみる限り，資産規模の拡大や健全性の
改善という点ではとくに大きな影響はみあたらない。しかし，零細中小企
業への貸し出しをみた場合，国営企業と地方開発銀行がその割合を増加す
る一方，民間銀行は低下させていることにかんがみると，外国銀行の参入
が貸出行動に影響を与える可能性が示唆され，その影響の検討は今後の課
題といえる。
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インドネシア国内の動きとは別に，ASEANでは域内統合による
ASEAN銀行統合フレームワーク（ABIF）を通じたさらなる統合を目標と
した動きが始まっている。ABIFは2020年までに適度に統合された金融市
場の確立を目指すものであり，一定の水準に達したASEAN適格銀行

（QAB）に対しては，地場銀行と平等な扱いを受けさせることを目指す。
こうした取組みによりASEANの金融市場への各国からのアクセスは高ま
り，業務拡大への柔軟性も促進されることになる。QABはASEAN域内
貿易と投資を促進するうえで大きな役割を果たすと期待されている。イン
ドネシアでも2016年 8 月にOJKはマレーシア中央銀行（Bank Negara Ma-

laysia）とABIFの枠組みに関連して，二国間協定を結び，それに先立つ
2016年 3 月にはタイ中央銀行と二国間協定に関する趣意書を交わすなど，
ASEAN域内統合への動きも進めている。このような域内統合が進むと，
インドネシア地場銀行の買収という手段を通じなくともASEANの銀行は
インドネシアでの業務が可能となり，外国銀行のプレゼンスは高まること
はあっても弱くなることはない。

アジア金融危機後の再編を契機にインドネシアの銀行部門への外国資本
の参入が進んできたが，現在115行の銀行の中で地元資本の銀行は20数行
となっている。そのうちサリム・グループやリッポー・グループという旧
銀行からの再参入という新たな動きもみられる。そしてこれらの銀行は再
参入を契機にデジタル化を進め新たな銀行業を模索している。これはまさ
に今インドネシアの銀行業が直面している新たな挑戦であるといえる。そ
こにはインターネットというインフラ整備の拡充を背景として，従来の銀
行がなしえなかった金融サービスへのアクセスの改善の飛躍的な向上が期
待される。しかし，その市場では銀行のみでは進むことはできず，フィン
テック企業，スタートアップ企業といった若い異業種との協力が不可欠と
なる。そのような状況のなかで，国営であるか地場であるか，外国資本で
あるかという違いがどのように影響していくのか，しないのか。このよう
な状況を踏まえ，インドネシア国内の銀行部門の発展は何が主体となりど
のように進んでいくのか，慎重に注目していく必要がある。
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第 5 章　インドネシア商業銀行の外資導入による変容
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